
研究者コミュニティ

総合研究大学院大学

大学共同利用機関について

○
●個々の大学に属さない「大学の共同利用の研究所」（国立大学法人法により設置された大学と等質の学術研究機関）。
●個々の大学では整備できない大規模な施設・設備や大量のデータ・貴重な資料等を、全国の大学の研究者に提供する我が国独自のシステム。
●各分野の研究者コミュニティの強い要望により、国立大学の研究所の改組等により設置された経緯。
●平成１６年の法人化で、異なる研究者コミュニティに支えられた複数の機関が機構を構成したことにより、新たな学問領域の創成を企図。

基本的位置付け

○
●関連分野の外部研究者が半数以上である運営会議が、人事も含めた運営全般に
●関与
●常に「研究者コミュニティ全体にとって最適な研究所」であることを求められる存在
○（自発的改革がビルトインされた組織）
●共同研究を行うに相応しい、流動的な教員組織
○（大規模な客員教員・研究員枠、准教授までは任期制、内部昇格禁止等）

組織的特性 大学共同利用機関法人（機構）

運営会議（※） 運営会議 運営会議

大学共同利用機関Ａ 大学共同利用機関Ｂ 大学共同利用機関Ｃ

教育研究評議会（※）役員会 経営協議会

設 置
※教育研究評議会に
○ついては外部の関
○連研究者の参画を
○法律上規定。

※運営会議について
○は外部委員が1／2
○以上参画。

参 画 参 画 参 画

参考：４機構の関連学会数
人間文化（522）、自然科学（91）、高エネルギー加速器（55）、情報・システム（364）

①研究課題の設定、②共同研究の実施方法、③施設･設備や学術資料の
整備･収集方針、④研究者人事等について、コミュニティの意見を反映

研究者コミュニティ

施設・設備、学術資料等の例

●電子・陽電子衝突型加
速器
（Ｂファクトリー）
【高エネルギー加速器
研究機構】

●大型光学赤外線望遠鏡
「すばる」
【自然科学研究機構国
立天文台】

●日本ＤＮＡデータバン
ク（ＤＤＢＪ）
【情報・システム研究
機構国立遺伝学研究
所】

●日本文学原典資料ﾏｲｸﾛﾈｶﾞﾌｨﾙﾑ
調査・収集件数 国内:560,653点

海外: 17,561点
【人間文化研究機構国文学研究資料館】

●大型ヘリカル装置
（ＬＨＤ）
【自然科学研究機構核
融合科学研究所】

●極端紫外光実験施設
（ＵＶＳＯＲ）
【自然科学研究機構分
子科学研究所】

国公私立大学

・貴重な研究資源を無償提供
・大学に対する技術移転

海外研究機関

国際学術協定

シンポジウム等

大学共同利用機関

参画

研究資源を用いた
公募型共同研究

大学院生への
研究指導

研究課題の応募

○
①大規模な施設・設備や大量の学術情報・データ等の貴重な研究資源を全国の大
○学の研究者に無償で提供。
②研究課題を公募し、全国の研究者の英知を結集した共同研究を実施。
③全国の大学に対する技術移転（装置開発支援、実験技術研修の開催）。
④狭い専門分野に陥りがちな研究者に交流の場を提供（シンポジウム等）。
⑤当該分野のＣＯＥとして、国際学術協定等により世界への窓口として機能。
⑥優れた研究環境を提供し、大学院教育に貢献。○

○（大学院生の研究指導を受託、総合研究大学院大学の専攻を設置。）

具体的取組内容

研究科・専攻の
設置

※数字はいずれも平成21年度実績

・これまで全国共同利用型の附置研究所等は、一分野につき一拠点の設置を原則として
きたが、分野の特性に応じて複数設置することも可能に。

・従来の全国共同利用型の附置研究所等は、単独の組織単位で認められてきたが、複数
の研究所から構成されるネットワーク型の拠点形成も可能に。

○個々の大学の枠を越えて、大型の研究設備や大量の資料・データ等を全国の研究者が共同で利用したり、共同研究を行う「共同利用・共同

研究」のシステムは、我が国の学術研究の発展にこれまで大きく貢献。

○こうした共同利用・共同研究は、従来、国立大学の全国共同利用型の附置研究所や研究センター、大学共同利用機関等を中心に推進されて

きたが、我が国全体の学術研究の更なる発展を図るには、国公私立大学を問わず大学の研究ポテンシャルを活用して、研究者が共同で研究

を行う体制を整備することが重要。

○このため、国公私立大学を通じたシステムとして、新たに文部科学大臣による共同利用・共同研究拠点の認定制度を創設。
※学校教育法施行規則第143条の3
※共同利用・共同研究拠点の認定等に関する規程（平成20年文部科学省告示第133号）

我が国の学術研究の基盤強化と新たな学術研究の展開

創設の趣旨等

本制度の創設

制度の特徴制度の概念図

当該研究分野の研究者
コミュニティから、共
同利用・共同研究拠点
化の要望

国公私立大学

○○研究所

学長が申請
共同利用・共同研究拠点
として認定

科学技術・学術審議会
学術分科会

研究環境基盤部会
文部科学大臣

専門的意見を
聴取

研究者コミュニティ

同一分野に複数拠点

Ｂ大学
研究所

Ｃ大学
研究所

【Ａ研究分野】

研究者コミュニティ

Ｂ大学
研究所

Ａ大学
研究所

（中核機関）

Ｃ大学
研究所

ネットワーク型

国公私立大学を通じた共同利用・共同研究拠点制度について

要望

９小 計７４小 計

７人文学・社会科学１１人文学・社会科学

１医学・生物学２９医学・生物学

１理学・工学私立大学３４理学・工学国立大学

拠 点 数分 野区 分拠 点 数分 野区 分

【認定状況】３４大学８３拠点（国立大学２７大学７４拠点、私立大学７大学９拠点） （平成２３年４月１日現在）

国立大学 私立大学

小 計 小 計
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【イメージ図】

大学共同利用機関と共同利用・共同研究拠点の研究施設の比較

【イメージ図】

共同利用・共同研究拠点大学

研究者コミュニティ

大学共同利用機関大学

研究者コミュニティ

国立大学

学部

設 置

大学共同利用機関法人（機構）

運営会議 運営会議

大学共同利用機関Ａ 大学共同利用機関Ｂ

教育研究評議会役員会 経営協議会

設 置

参 画 参 画

研究者コミュニティ

共同利用・共同研究拠点の研究施設（国立大学法人の場合）大学共同利用機関

【設置根拠等】
○大学の研究施設全般については，学校教育法で各大学の判断による設置を可能としている。
○共同利用・共同研究拠点となる研究施設については，学校教育法施行規則において文部科学大臣による認定

制度を創設）

【運営組織】
※ 法人本体に置かれる役員会，経営協議会，教育研究評議会については同左。ただし、教育研究評議会の評議

員に外部研究者を含めることは要件として規定されていない。

（運営委員会等）
○共同利用・共同研究の実施に関する重要事項等について，長の諮問に応じる。（委員の半数程度を外部研究者

から任命）

【研究施設における意思決定プロセス】
○研究施設で決定した事項を，法人の経営協議会，教育研究評議会及び役員会の審議を経て学長が決定

（拠点の決定事項について，外部研究者が含まれる運営委員会等の意見が含まれるため，研究者コミュニティ
の意見を運営に反映）

【人事選考】
○研究施設の長及び教員の人事については，教授会等の議に基づき学長が任命。
○一部の共同利用・共同研究拠点の研究施設では，教員の人事について運営委員会等の議を経ている。

【国による財政措置】
○国立大学法人法第35条により準用する独立行政法人通則法第46条に基づき，国立大学法人運営費交付金

等を措置。
○共同利用・共同研究に係る経費は，国立大学法人運営費交付金及び特別経費等により措置。
○学術研究の大型プロジェクトなどの特定の研究プロジェクトについては特別経費等により措置。

【設置根拠等】
○大学共同利用機関法人については，国立大学法人法に名称及び対象分野等を規定。
○大学共同利用機関については，国立大学法人法施行規則に名称及び目的を規定。

【運営組織】
（役員会）
○国立大学法人法に定められた重要事項その他役員会で定める重要事項を審議
（経営協議会）
○国立大学法人法に定められた法人の経営に関する重要事項を審議（委員は，機構外有識者が２分の１以上

でなければならないことを法律上規定）
（教育研究評議会）
○国立大学法人法に定められた大学共同利用機関の教育研究に関する重要事項を審議（評議員には，

外部研究者を必ず含めることを法律上規定）

（運営会議）
○法人の運営会議規程等に定められた大学共同利用機関の運営に関する重要事項について，長の諮問に

応じる。（委員の半数程度を外部研究者から任命）

【機関における意思決定プロセス】
○大学共同利用機関で決定した事項を，機構の経営協議会，教育研究評議会及び役員会の審議を経て機構長

が決定（大学共同利用機関の決定事項について，外部研究者が含まれる運営会議の意見が含まれるため，
研究者コミュニティの意見を運営に反映）

【人事選考】
○大学共同利用機関の長及び教員の人事については，運営会議の議を経て機構長が任命。

【国による財政措置】
○国立大学法人法第35条により準用する独立行政法人通則法第46条に基づき，国立大学法人運営費交付金

等を措置。
○共同利用・共同研究に係る経費は，国立大学法人運営費交付金大学共同利用機関経費及び特別経費等により

措置。
○学術研究の大型プロジェクトなどの特定の研究プロジェクトについては特別経費等により措置。

運営委員会等

【運営組織図】 【運営組織図】

教育研究評議会役員会 経営協議会

国立大学法人

研究科 研究施設

参 画

研究者コミュニティ

○「Ｂファクトリー」や「スーパーカミオカンデ」等の大型プロジェクトは、最先端の技術や知識を結集して人類未踏の研究課題に挑み、世界の学術研究を
先導する画期的な成果を挙げている。

○今後は、社会や国民の幅広い理解を得ながら、大型プロジェクトに一定の資源を継続的・安定的に投入していくことを、国の学術政策の基本として明確
に位置付けることが必要。

○大型プロジェクトは、長期間にわたって多額の経費を要するため、社会や国民の幅広い理解を得ながら、長期的な展望をもって戦略的・計画的に推進
することが必要。

○社会や国民から、大型プロジェクトの意義について十分な理解を得るための取組が必要。
（例：インターネット等を活用した活動実態のきめ細かい発信。科学コミュニケーターの配置など支援体制の充実等）

○新たにプロジェクトを推進する際には、ロードマップを踏まえ、専門家による客観的かつ透明性の高い事前評価を実施するとともに、進行中のプロジェク
トについても、それぞれ適切な時期に評価を行い、結果に応じて中止や改善等の方針を打ち出すなど、資源の「集中」や「選択」の考え方を徹底すること
が必要。

○今後、日本学術会議と関係府省・審議会など関係者の間で、大型プロジェクトの進め方やマスタープラン、ロードマップ等に関し意見交換が広く行われ、
ＰＤＣＡサイクルが効果的に機能し、我が国における大型プロジェクトの重層的・戦略的な推進が図られることを期待。

１．ロードマップの策定

※ ロードマップは、関連施策を推進する上で十分考慮すべき資料として策定。

【ロードマップの記載内容】
・計画概要 ・実施主体 ・所要経費 ・計画期間
・評価結果 ・主な優れている点等 ・主な課題・留意点等 など

○日本学術会議の「マスタープラン」を踏まえ、作業部会において、大型プロジェクト
の推進にあたっての優先度を明らかにする観点から研究計画の評価を実施し、その
結果を整理した「ロードマップ」を策定（平成２２年１０月）。

※ マスタープランは、日本学術会議が、研究者コミュニティから提案された計画に対し、純粋に科学的視点から評価を実施し、我が国の学術研究や科学技術の発展に真に必要とされ
る７分野４３計画をリストアップ。

２．今回のロードマップの改訂

○日本学術会議がマスタープランの小改訂を行い、「マスタープラン２０１１」として公表（平成２３年９月）。

○作業部会において、ロードマップの小改訂を実施。

※ 新規計画１０計画と旧計画から分化等が行われた５計画の計１５計画を追加するとともに、一部予算化された６計画を含め１２計画を削除し、７分野４６計画をリストアップ。

※ 基本的にロードマップ策定時の考え方を踏襲。

※ 引き続き掲載されている３１計画については評価結果を維持した上で、今回追加された１５計画について新たに評価を行いロードマップに整理。マスタープラン２０１１から削除された
１２計画のうち、一部予算化に伴い削除された６計画を現在推進中の計画として別途整理。

３．大型プロジェクトの推進に向けて

※ ロードマップの評価の観点として、日本学術会議のマスタープランのリストアップ基準である①研究者コミュニティの合意、②計画の実施主体、③共同利用体制、④計画の妥当性の
ほか、⑤緊急性、⑥戦略性、⑦社会や国民の理解を設定。

学術研究の大型プロジェクトの推進に関する基本構想 ロードマップの改訂
－ ロードマップ ２０１２－ 【概要】

（平成24年5月28日 科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術研究の大型プロジェクトに関する作業部会）
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○ 科学技術外交への貢献、中長期的な成長戦略への貢献など、政策的に重要であること。
○ グリーン・イノベーション、ライフ・イノベーションを中心として、国際水準の研究拠点の整備を加速させ、国際的な研究拠点の

構築が期待できるもの。
○ 国内外の若手研究者を惹きつけ、切磋琢磨する研究環境を構築できること（外部研究者の利用にも配慮）。 等

最先端研究基盤事業
（最先端研究開発強化費補助金）

■若手・女性研究者による研究開発への支援を行う「最先端・次世代研究開発支援プログラム」を補完し、グリー
ン・イノベーション及びライフ・イノベーションを中心に、基礎研究から出口を見据えた研究開発を行う最先端の
研究設備の整備・運用に必要な支援を行い、「頭脳循環」の実現による研究開発力の強化を図る。

事業目的

選定の観点

国際的な頭脳循環の確立国際的な頭脳循環の確立

国際的な頭脳循環の実現に向け、国内外の若手研究者を惹きつける研究基盤の整備を加速強化。
研究ポテンシャルが高い研究拠点において最先端の研究成果が期待できる設備整備及び運用に必要な支
援を行うため、総合科学技術会議の運用方針に基づき、文部科学省において１４事業を選定。
事業期間は平成22年度から最長3ヵ年。

補助対象事業例

・化合物ライブラリーを活用した創薬等最先端研究・教育基盤

の整備（北海道大学、東北大学、京都大学、大阪大学、
九州大学、長崎大学）

・e-サイエンス実現のためのシステム統合・連携ソフトウェアの
高度利用促進 （筑波大学、東京大学、京都大学）

・素粒子分野における世界最先端研究基盤の整備
－ＫＥＫＢの高度化による国際研究拠点の構築－

（高エネルギー加速器研究機構） ほか KEKB高度化（高エネ機構）

事業概要

科学技術の共通基盤である先端的な計測分析技術・機器の開発を実施。具体的には、要素技術開発、機器開発、プロトタイプ
機の性能実証、成果の活用・普及促進といった段階毎の開発フェーズを用意し、産学連携による開発取組を推進。各開発課題
は、適切に開発フェーズをステップアップすることにより、実用化・企業化まで確実に進めていく。

研究成果展開事業

先端計測分析技術・機器開発プログラム 【ＪＳＴ】

代表的な開発成果

生体計測用超高速フーリエ光レーダー顕微鏡

実施機関：宇都宮大学、富士フイルム（株）

光干渉技術を用いて、生きたままの生体試料
の断層画像を実時間で3次元撮像する技術を
搭載しており、眼底等の組織の観測が可能。

研究用倒立顕微鏡「ECLIPSE Ti」

実施機関：東京大学、（株）ニコンインストルメンツカンパニーほか

自動焦点維持機能を備えるとともに、操作性や
画像解析ソフトを含めたトータルソリューションを
提供することで、生物学、医学、薬学等の各種
研究の現場における研究者のニーズに応える顕
微鏡。

事業の仕組み 事業化に向けたロードマップ
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大学・公的機関等の研究施設および機器の共用化に関する
専門家アンケート

１．アンケート調査実施主体：科学技術政策研究所ＳｃｉＳＩＰ室

２．調査目的：先端研究施設や機器のみならず、幅広い研究施設や機器についての共用等（共
同利用機関法人が実施する「共同利用」も含む）の利用の現状について調査し、結果を分析
することにより、政策立案に資する。

３．調査方法：専用サーバー上におけるWEB調査

４．調査実施期間：2011年10月24日～11月1日（9日間）

５．有効回答数：649件（送信1,737件、回収率37.4％）

６．回答者の所属機関：大学等教育機関60％、企業22％、公的研究機関12％、その他（NPO、
医療機関など）6％

７．回答者の専門分野：ライフサイエンス24％、ナノテクノロジー・材料17％、情報通信13％、
エネルギー11％、社会基盤9％、環境8％、ものづくり技術8％、
フロンティア（宇宙・海洋）4％、その他6％

調査の概要

外部の研究施設・機器の利用経験（所属別）
大学・公的機関等の研究施設および機器の共用化に関する専門家アンケート

約３分の２の研究者が「自らが所有していない外部の研究施設・機器」の利用を経験。

58%

66%

62%

69%

67%

43%

34%

38%

31%

33%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他（NPO、医療

機関など）(N=40)

企業(N=140)

公的研究機関(N=76)

大学等教育機関

(N=393)

合計(N=649)

利用したことがある ない
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具体的な外部の研究施設・機器の利用経験
（外部の研究施設・機器を利用したことがある方を対象とした設問）

外部の研究施設・機器を利用する際には、「自分の所属する大学で共用されている施設・機器」の利用率が
最も高く（54%）、次いで「大学共同利用機関で共用されている施設・機器」、「他大学で共用されている施
設・機器」、「独法研究機関で共用されている共用法対象施設以外の施設・機器」の順に利用率が高い。

大学・公的機関等の研究施設および機器の共用化に関する専門家アンケート

12%

24%

30%

14%

30%

54%

46%

88%

76%

70%

86%

70%

46%

54%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したことがある ない

大学共同利用機関で共用されている
施設・機器（N=435）

自分の所属する大学で共用されている
施設・機器（N=435）

他大学で共用されている施設・機器
（N=435）

共用法対象の先端大型研究施設
（N=435）

独法研究機関で共用されている
共用法対象施設以外の施設・機器

（N=435）

公的機関で共用されている施設・機器
（N=435）

その他の共用されている施設・機器
（N=435） 12%

24%

30%

14%

30%

54%

46%

88%

76%

70%

86%

70%

46%

54%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したことがある ない

大学共同利用機関で共用されている
施設・機器（N=435）

自分の所属する大学で共用されている
施設・機器（N=435）

他大学で共用されている施設・機器
（N=435）

共用法対象の先端大型研究施設
（N=435）

独法研究機関で共用されている
共用法対象施設以外の施設・機器

（N=435）

公的機関で共用されている施設・機器
（N=435）

その他の共用されている施設・機器
（N=435）

外部の研究施設・機器を利用する際の研究開発フェーズ
（外部の研究施設・機器を利用したことがある方を対象とした設問）

外部の研究施設・機器を利用する際には、いずれの施設・機器も「基礎研究」の研究開発フェーズで最も利用
されている。

大学・公的機関等の研究施設および機器の共用化に関する専門家アンケート

54%

46%

60%

71%

76%

80%

76%

19%

25%

26%

16%

16%

12%

16%

17%

24%

12%

10%

6%

6%

5%

4%

4%

2%

6%

1%

2%

1%

1%

3%

1%

2%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他の共用されている施設･機器の
場合（N=52）

公的機関で共用されている
施設･機器の場合（N=106）

独法研究機関で共用されている
共用法対象施設以外の

施設・機器の場合(N=129)

共用法対象の先端大型研究施設の
場合（N=63）

他大学で共用されている施設・機器の
場合（N=132）

自分の所属する大学で共用されている
施設・機器の場合(N=235)

基礎研究 応用研究 開発 市場化（試作品完成など） その他

大学共同利用機関で共用されている
施設・機器の場合（N=198）
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8%

5%

0%

2%

3%

3%

3%

23%

26%

54%

25%

55%

31%

47%

10%

9%

14%

6%

10%

18%

17%

29%

23%

25%

15%

20%

17%

2%

0%

9%

13%

6%

2%

6%

23%

31%

23%

6%

19%

40%

26%

29%

57%

27%

19%

30%

51%

36%

17%

7%

23%

54%

9%

4%

18%

10%

0%

9%

13%

3%

3%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他の共用されている施設･機器
を選んだ理由(N=52)

公的機関で共用されている
施設･機器を選んだ理由(N=106)

独法研究機関で共用されている
共用法対象施設以外の

施設・機器を選んだ理由(N=129)

共用法対象の先端大型研究施設
を選んだ理由(N=63)

他大学で共用されている施設・
機器を選んだ理由(N=132)

自分の所属する大学で共用されている
施設・機器を選んだ理由(N=235)

大学共同利用機関で共用されている
施設・機器を選んだ理由(N=198)

8%

１．自らの研究課題にふさわしい施設・機器が、世界に一つしか無かったため
２．自らの研究課題にふさわしい施設・機器が、国内に一つしか無かったため
３．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、場所が近かったため
４．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、使用料が安価、若しくは無料だったため
５．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、自らの研究課題が採択される可能性が高かったため
６．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、技術指導等、人的サービスが充実していたため
７．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、利用申請や成果取り扱い、利用時期等の利用システムが充実していたため
８．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、当該施設・機器を所有する研究者と共同研究を行ってきた等、過去の繋がりがあったため
９．その他

１．自らの研究課題にふさわしい施設・機器が、世界に一つしか無かったため
２．自らの研究課題にふさわしい施設・機器が、国内に一つしか無かったため
３．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、場所が近かったため
４．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、使用料が安価、若しくは無料だったため
５．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、自らの研究課題が採択される可能性が高かったため
６．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、技術指導等、人的サービスが充実していたため
７．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、利用申請や成果取り扱い、利用時期等の利用システムが充実していたため
８．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あるとは思うが）、当該施設・機器を所有する研究者と共同研究を行ってきた等、過去の繋がりがあったため
９．その他

外部の研究施設・機器を利用する理由について
（外部の研究施設・機器を利用したことがある方を対象とした設問、複数回答可）

大学・公的機関等の研究施設および機器の共用化に関する専門家アンケート

「大学共同利用機関で共用されている施設・機器」、「他
大学で共用されている施設・機器」、「独法研究機関で共
用されている共用法対象施設以外の施設・機器」では、利
用の理由として「８．国内に複数適切な施設・機器はあっ
たが（あるとは思うが）、当該施設・機器を所有する研究者
と共同研究を行ってきた等、過去の繋がりがあったため」
が最も多い（47%、55%、54%）。
「共用法対象の先端大型研究施設」では、利用の理由と
して「２．自らの研究課題にふさわしい施設・機器が、国内
に一つしかなかったため」が最も多い（54%）。
「公的機関で共用されている施設・機器」では、利用の理
由として「３．国内に複数適切な施設・機器はあったが（あ
るとは思うが）、場所が近かったため」が最も多い（57%）。

2%

3%

7%

8%

13%

4%

60%

29%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

その他

外部施設等を利用する必要があったが、
応募した課題が採択されず、利用を断念したため

外部施設等を利用する方法もあったが、
使用料金が高く、利用しなかったため

外部施設等を利用する方法もあったが、
近くに施設等がなく、利用しなかったため

外部施設等を利用する方法もあったが、施設等に関する詳細な
情報や相談窓口が見つからず、利用しなかったため

外部施設等を利用する方法もあったが、何となく利用しなかった。
又は、その発想に至らなかったため

自らの研究課題が、自ら所有する施設や機器のみで
対応できるものであったため

自らの研究課題が、そもそも研究機器や施設を使って
実施するものではなかったため

(N=214)

いずれかを選択した人は26%

外部の研究施設・機器を利用しなかった理由
（外部の研究施設・機器を利用したことがない方を対象とした設問、複数回答可）

外部の研究施設・機器を利用したことがない人のうち、利用するという方法もあったが、結局利用できなかっ
た人が26％存在している。

大学・公的機関等の研究施設および機器の共用化に関する専門家アンケート
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(N=337)

30%

38%

14%

17%

2%
産学独法といった利用者の属性を問わず、
広く共用の取組を進めている。

大学間における共用取組を実施している。

一部の組織（研究室や研究部局、研究センター間など）
の間で連携し、施設や機器の共有化を図っている。

進めていない

その他

外部共用のための取組の実施状況
（「大学や独法に所属し、研究室等において研究施設や機器を所有している研究者、

または管理している方」を対象とした設問）

産学独法に対する共用取組を進めている研究者等の割合は１７％。一方、全く効果的利用のための取組を
実施していない研究者等の割合は30％。

大学・公的機関等の研究施設および機器の共用化に関する専門家アンケート

１．アンケート調査実施主体：文部科学省研究振興局基盤研究課
２．調査目的：現在、施設利用の申請方法、課金制度等の利用システムは、個々の施設に委ねられている

場合が多い。そこで、利用システムの現状を把握し、利用者の立場からよりよい利用システム
の在り方を検討することを目的とする。

３．調査方法：様式を用いた調査（電子メールによる）
４．調査項目：①利用区分について、②技術支援・コーディネート、③課題評価、成果の取扱い、④関連機

関との連携体制
（運営費交付金、委託費、補助金等の財源によらず、施設における共用の取組全体について、
平成22年度実績を調査）

５．調査実施期間：2011年11月30日～平成23年12月7日（8日間）
６．有効回答数：58件（送信60件、回収率97％）
７．調査対象：大学45機関、独立行政法人10機関、その他5機関

①共用法対象施設 1機関、回答1件

SPring-8
②先端研究施設共用促進事業対象施設 30機関、回答30件
③ナノテクノロジーネットワーク対象施設 28機関、回答26件
④創薬等支援技術基盤プラットフォーム対象施設 5機関、回答5件

SPring-8、フォトンファクトリー（PF)、東京大学創薬
オープンイノベーションセンター、理化学研究所横浜
研究所（SSBC創薬探索拠点、創薬タンパク質発現
ライブラリー）

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査

調査の概要
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調査に当たって、共用のための利用に供する部分の区分を以下の33通りに分類。

利用区分について

随時受付型

成果公開
利用

成果非公開
利用

(23)
通常利用

(24)
優先利用

(25)
時期指定利用

(26)
測定等の代行

(27)
トライアルユース

(28)
その他

(29)
通常利用

(30)
優先利用

(31)
時期指定利用

(32)
測定等の代行

(33)
その他

随時受付型

成果公開
利用

成果非公開
利用

(23)
通常利用

(24)
優先利用

(25)
時期指定利用

(26)
測定等の代行

(27)
トライアルユース

(28)
その他

(29)
通常利用

(30)
優先利用

(31)
時期指定利用

(32)
測定等の代行

(33)
その他

利用区分一覧

公募型

成果公開
利用

成果非公開
利用

定期公募 随時公募 定期公募 随時公募

(1)
通常利用

(2)
優先利用

(3)
時期指定利用

(4)
測定等の代行

(5)
トライアルユース

(6)
その他

(7)
通常利用

(8)
優先利用

(9)
時期指定利用

(10)
測定等の代行

(11)
トライアルユース

(12)
その他

(13)
通常利用

(14)
優先利用

(15)
時期指定利用

(16)
測定等の代行

(17)
その他

(18)
通常利用

(19)
優先利用

(20)
時期指定利用

(21)
測定等の代行

(22)
その他

公募型

成果公開
利用

成果非公開
利用

定期公募 随時公募 定期公募 随時公募

(1)
通常利用

(2)
優先利用

(3)
時期指定利用

(4)
測定等の代行

(5)
トライアルユース

(6)
その他

(7)
通常利用

(8)
優先利用

(9)
時期指定利用

(10)
測定等の代行

(11)
トライアルユース

(12)
その他

(13)
通常利用

(14)
優先利用

(15)
時期指定利用

(16)
測定等の代行

(17)
その他

(18)
通常利用

(19)
優先利用

(20)
時期指定利用

(21)
測定等の代行

(22)
その他

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査

公募を実施する施設よりも随時受付を実施する施設の方が多い。定期公募は、5割程度の施設で実施され
ている。

具体的な利用区分の設定状況
利用区分ごとに、その利用区分を設けている施設の割合を調査した結果

(N=58)

33%

10%

9%

10%

34%

3%

21%

9%

3%

9%

16%

3%

17%

0%

3%

7%

3%

14%

0%

2%

5%

5%

48%

7%

16%

43%

40%

0%

52%

2%

12%

43%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

(1)定期公募（成果公開、通常利用）

(2)定期公募（成果公開、優先利用）

(3)定期公募（成果公開、時期指定）

(4)定期公募（成果公開、測定等代行）

(5)定期公募（成果公開、トライアル）

(6)定期公募（成果公開、その他）

(7)随時公募（成果公開、通常利用）

(8)随時公募（成果公開、優先利用）

(9)随時公募（成果公開、時期指定）

(10)随時公募（成果公開、測定等代行）

(11)随時公募（成果公開、トライアル）

(12)随時公募（成果公開、その他）

(13)定期公募（成果非公開、通常利用）

(14)定期公募（成果非公開、優先利用）

(15)定期公募（成果非公開、時期指定）

(16)定期公募（成果非公開、測定等代行）

(17)定期公募（成果非公開、その他）

(18)随時公募（成果非公開、通常利用）

(19)随時公募（成果非公開、優先利用）

(20)随時公募（成果非公開、時期指定）

(21)随時公募（成果非公開、測定等代行）

(22)随時公募（成果非公開、その他）

(23)随時受付（成果公開、通常利用）

(24)随時受付（成果公開、優先利用）

(25)随時受付（成果公開、時期指定）

(26)随時受付（成果公開、測定等代行）

(27)随時受付（成果公開、トライアル）

(28)随時受付（成果公開、その他）

(29)随時受付（成果非公開、通常利用）

(30)随時受付（成果非公開、優先利用）

(31)随時受付（成果非公開、時期指定）

(32)随時受付（成果非公開、測定等代行）

(33)随時受付（成果非公開、その他）

定期公募（成果公開）48%

随時公募（成果公開）29%

定期公募（成果非公開）22%
（いずれも成果公開も実施）

随時公募（成果非公開）17%
（いずれも成果公開も実施）

随時受付（成果公開）71%

随時受付（成果非公開）66%

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査
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ほぼすべての施設において、機関全体又は部局単位の統一指針に基づき、課金を実施している。

課金規程の位置付け
利用料金の考え方に係る規程の位置付けを調査した結果

(N=55)

44%

54%

2%

機関全体の統一指針 部局単位の統一指針 所有研究者に一任

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査

・公募時期については、年に2回（4～5月、10～11月）のピークがある。
・公募回数については、年に2回実施している施設が全体の70%と最も多い。

公募時期、公募回数
定期公募を実施していると回答した機関に対して、年度内の公募の実施時期及び実施回数を調査した結果

(N=29)

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

公
募

数

(N=29)

17%

70%

10%
0%3%

1回 2回 3回 4回 5回

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査
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公募型では、申請から利用開始まで1か月以上かかる場合が多い。一方、随時受付型では、申請から1か
月未満で利用を開始する場合が最も多い。

利用開始までに必要となる期間
課題申請から利用開始までの平均的な期間を調査した結果

0%

0%

8%

0%

0%

0%

13%

0%

0%

0%

0%

0%

20%

17%

25%

0%

20%

0%

38%

0%

56%

75%

48%

50%

10%

17%

33%

100%

20%

50%

25%

100%

30%

13%

38%

17%

25%

33%

25%

0%

20%

0%

25%

0%

7%

13%

10%

33%

45%

33%

8%

0%

40%

50%

0%

0%

7%

0%

3%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(1)定期公募（成果公開、通常利用）(N=20)

(3)定期公募（成果公開、時期指定）(N=6)

(7)随時公募（成果公開、通常利用）(N=12)

(9)随時公募（成果公開、時期指定）(N=2)

(13)定期公募（成果非公開、通常利用）(N=10)

(15)定期公募（成果非公開、時期指定）(N=2)

(18)随時公募（成果非公開、通常利用）(N=8)

(20)随時公募（成果非公開、時期指定）(N=1)

(23)随時受付（成果公開、通常利用）(N=27)

(25)随時受付（成果公開、時期指定）(N=8)

(29)随時受付（成果非公開、通常利用）(N=29)

(31)随時受付（成果非公開、時期指定）(N=6)

1週間未満 1週間以上、1か月未満 1か月以上、2か月未満 2か月以上、3か月未満 3か月以上

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査

・全体のうち45%の施設において、継続利用申請簡略化のための取組を実施。
・具体的には、「技術審査の簡素化」が最も多く、次いで「書類の一部省略、様式の簡素化」の取組の導入が
多い。

継続利用申請簡略化の取組
利用者が同一の研究課題で継続して長期間利用しようとする場合に、

再度の利用申請を簡略化するなどの配慮を行っているかを調査した結果

取組の実施(N=56)

55%

45%

有 無

実施する取組の内容（複数回答）(N=28)

46%

11%

18%

11%

14%

技術審査の簡素化 課題審査の簡素化
書類の一部省略、様式の簡素化 申請の省略
その他

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査
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国の研究プロジェクトで採択されている課題が申請してきた場合に、一定時間を優先的に確保する取組を実
施している施設は全体の14%存在する。
※なお、「優先利用」の利用区分は、全体のうち19%の施設が設けている。

【利用プロジェクト名】
ターゲットタンパク研究プログラム（MEXT）、元素戦略プロジェクト（MEXT）、高経年化対策強化基盤整備事業（原子力安全・保安
院）、最先端研究開発支援プログラム（内閣府／JSPS）、革新型蓄電池先端科学基礎研究事業（NEDO）、原子力基礎基盤戦略研
究イニシアティブ（JST）、科学研究費補助金（MEXT／JSPS）等。

国のプロジェクト利用の有無
「優先利用」の利用区分で利用している研究課題が、

国の研究プロジェクトで採択されている研究の全部又は一部である場合はあるかを調査した結果

(N=58)

14%

86%

有 無

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査

・1施設当たり平均約6人（1年（365日）換算）が技術支援者やコーディネーターとして従事している。
・技術支援業務の実施者の属性は多岐にわたるが、任期付（研究者、技術者）雇用の者が多い。

技術支援・コーディネートの実施者の人数
施設全体で見たときの、技術支援業務の実施者について調査。各機関は延べ人数を人日で回答

施設別の技術支援業務の実施者の割合(N=58)

12%

21%

16%
29%

7%

12%

3%

1人未満
1人以上、2人未満
2人以上、3人未満
3人以上、5人未満
5人以上、10人未満
10人以上、50人未満
50人以上

属性割合(N=340人年（124182人日）)

20%

30%

5%
2%

15%

20%

7% 1%

研究者（任期無）
研究者（任期付）
PD
学生
技術者（任期無）
技術者（任期付）
事務職員
その他

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査
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・成果公開時の利用報告書類の提出は必ず実施されている。
・一方、成果非公開時の提出率は4割程度である。

利用報告書類の提出の有無
利用報告書類の提出の取組について、各施設における実施の有無を調査した結果

100%

100%

38%

45%

100%

37%

0%

0%

62%

55%

0%

63%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(1)～(6)定期公募（成果公開）(N=28)

(7)～(12)随時公募（成果公開）(N=17)

(13)～(17)定期公募（成果非公開）(N=13)

(18)～(22)随時公募（成果非公開）(N=11)

(23)～(28)随時受付（成果公開）(N=41)

(29)～(33)随時受付（成果非公開）(N=38)

有 無

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査

論文・学会発表を成果公開の条件としている施設は31%、報告書の提出・公開のみとする施設は62%存在
する。

成果公開の条件
成果を公開したと各施設が判断する条件を調査した結果

(N=52)

90%

62%

31%

27%

19%

12%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

報告書の提出・公開

（うち報告書の提出・公開のみ）

論文発表又は学会発表

（うち論文発表）

（うち学会発表）

その他

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査
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・「利用者の他機関への紹介」が最も多く、約3分の2の施設で実施されている。
・ナノテクノロジーネットワーク事業の対象施設においては、いずれの取組についても概ね実施割合が高い。

関連機関との連携実施の具体的内容
関連機関との連携に係る取組について、各施設における実施内容を調査した結果

全体(N=58)

68%

9%

17%

7%

21%

32%

91%

83%

93%

79%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用者の他機関への紹介

利用者公募時期の統一

利用申請書類記載事項の統一

利用課題選定・割り振り

同一利用テーマの施設利用

有 無

うちナノテクノロジーネットワーク事業対象施設(N=26)

84%

8%

35%

12%

35%

16%

92%

65%

88%

65%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

利用者の他機関への紹介

利用者公募時期の統一

利用申請書類記載事項の統一

利用課題選定・割り振り

同一利用テーマの施設利用

有 無

先端研究施設・設備の利用システムに関する調査

民間企業における大学などの研究施設利用の意識調査

調査実施主体
文部科学省研究振興局研究環境・産業連携課（委託調査）

調査目的
先端研究施設共用促進事業をより効果的に推進し、適切な利用者負担の下、企業等のニーズに合致した
施設共用を通じて、企業等の特許件数の増加や新製品開発、技術の高度化、産学官連携につなげるため、
企業における研究開発活動の状況や本事業の利用に当たっての課題等を把握することを目的とする。

調査対象
①先端研究施設共用促進事業により施設を利用した企業（利用企業）
②先端研究施設共用促進事業により施設を利用していない企業（一般企業）
③先端研究施設共用促進事業実施機関（実施機関）

調査方法
電子メール又はFAXによるアンケート調査及びヒアリング調査

調査実施期間
①利用企業に対する調査：平成23年2月14日～平成23年2月24日（アンケート）

平成23年3月1日～平成23年3月8日（ヒアリング）
②一般企業に対する調査：平成23年2月17日～平成23年3月3日（アンケート）
③実施機関に対する調査：平成23年2月14日～平成23年2月21日（アンケート）

有効回答数
①利用企業に対する調査：240件（送信639件、回収率38％）（アンケート）、8件（ヒアリング）
②一般企業に対する調査：114件（送信1,000件、回収率11％）（アンケート）
③実施機関に対する調査：34件（送信34件、回収率100%）（アンケート）

調査の概要

40



大学の先生や施設の研究者といった「施設側からの紹介」が24.6％、「知人・社内外の研究者からの紹
介」が10.0％となっており、紹介という直接的なアプローチが施設共用に結びついているケースが多い。
その他、「広報・官報」が15.8％、「展示会・セミナー」が15.0％。「共用ナビ」が8.8％となっている。

企業が先端研究施設共用促進事業を知った理由

ｎ=240

利用企業に対する調査

民間企業における大学などの研究施設利用の意識調査

先端研究施設共用促進事業を知った理由

15.8%

9.6%

8.8%

15.0%

24.6%

10.0%

14.6%

12.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

広報・官報

文科省HP

共用ナビ

展示会・セミナー

施設側からの紹介

知人・社内外の研究者からの紹介

その他

無回答

「想定した成果が得られる（想定成果の確保）」（37.1％）、「費用負担が少ない」（30.0％）、「技術指導を受
けられる（技術指導の状況）」（15.4％）といったことを重視する企業が多い。

企業が利用施設を選ぶ際に最も重視する点

想定成果

の確保, 

37.1%

費用負担

が少ない, 

30.0%

マシンタ

イム確保, 

6.7%

技術指導

の状況, 

15.4%

立地

条件, 

2.5%

その他, 

2.5%
無回答, 

5.8%

直近の利用施設を選ぶ際に

最も重視した点

ｎ=240

利用企業に対する調査

民間企業における大学などの研究施設利用の意識調査
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継続利用した理由は、「新たな研究課題が出てきた」が40.3％、「最終の成果に至らなかった」が24.6％。
継続利用しない理由は、「成果が得られ研究が完了した」、「想定した成果が得られない」がともに30.0％。

企業が施設の継続利用を判断する理由

ｎ=182

最終の成

果に至ら

なかった, 

24.6%

新たな研

究課題が

出てきた, 

40.3%

その他, 

3.7%

無回答, 

31.3%

先端研究施設共用促進事業の

対象施設を継続利用した理由

30.0%

30.0%

20.0%

0.0%

0.0%

10.0%

0.0%

10.0%

0.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

成果が得られ研究が完了した

想定した成果がえられない

費用負担が大きすぎた

研究開発費の減少

マシンタイム確保が不十分だった

十分な技術指導を受けられなかった

立地的に利用しにくい

その他

無回答

共用施設の継続利用を望まない理由

ｎ=10

利用企業に対する調査

民間企業における大学などの研究施設利用の意識調査

得

先端研究施設共用促進事業が設定するルールについて、「妥当である」、「おおむね妥当である」と答え
た者は67.5％。「あまり妥当でない」、「妥当でない」と答えた者は7.9％。

利用企業ヒアリングでは、「本事業における成果公開の扱いについては、特許申請等の特別な理由があ
る場合は2年という猶予期間が認められているので、妥当なルールである」、「国の補助を利用しているの

で無償利用であれば成果を公開することには納得している」という意見が多かった。

利用成果の公開のルールへの意見

妥当

である, 

23.3%

おおむね

妥当

である, 

44.2%

どちら

ともいえ

ない, 

21.3%

あまり

妥当

でない, 

5.8%

妥当

でない, 

2.1%

無回答, 

3.3%

利用成果の公開のルールに

関しての意見

ｎ=240

利用企業に対する調査

民間企業における大学などの研究施設利用の意識調査
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専門調査員数
2196名（2011年3月時点）

調査期間
2011年3月10日～25日

回答者数
228名（回収率10.4％）

調査実施主体
科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター

設問内容
①専門調査員の属性

・所属、専門分野など
②機器の使用状況

・機器に関する知識の範囲
・使用頻度の高い機器

③必要不可欠な機器について
・日本製か海外製か
・海外製の地域内訳
・最近5年間の使用割合の変化
・海外製機器を使用する理由

④海外製機器の内外価格差について
・欧米亜と日本の価格差について
・価格差が生じる原因

⑤自由意見

ライフサイエンス分野における先端的計測・分析機器の使用に関する
国内研究者意識調査

調査の概要

専門分野 人数 割合 (%)

ライフサイエンス 64 28
ナノテクノロジー・材料 47 21
環境 22 10
情報通信 22 10
エネルギー 20 9
社会基盤 17 7
ものづくり技術 17 7
その他 13 6
フロンティア（宇宙・海洋） 5 2
未選択 1 0
合計 228 100

78

59

9

10

6

26

6

5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ライフサイエンス

全体
大学等教育機関

公的研究機関

企業

その他 (NPO、医療機関など)

アンケート回答者の研究領域内訳

ライフサイエンス分野では、「かなり増加した」あるいは「やや増加した」という回答が41%に上る（ライフサイ
エンス分野以外では18%）。

ここ５年間における海外製機器を使用する割合の変化

3

3

15

38

72

55

7

5

2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ライフサイエンス以外

ライフサイエンス

かなり増加

やや増加

横ばい

やや減少

かなり減少

各回答の全体に占める割合（%）
ライフサイエンス：n=64
ライフサイエンス以外：n=149 (回答未選択の15名を除く)

ライフサイエンスにおける先端的計測・分析機器の使用に関する国内研究者意識調査

出典：科学技術政策研究所「科学技術動向 2012年7・8月号」
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分野を問わず「性能面で優れているから」、「研究領域のスタンダードであるから」の2項目で約半数を占めて
いる。また、「日本製が市販されていないから」、「高い信頼性、再現性のある実験データが得られるから」と
いった意見も多くなっている。

海外製機器を選ぶ理由（上位２位まで）
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ライフサイエンス以外
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性能面で優れているから

研究領域のスタンダードであるから

高い信頼性、再現性のあるデータが得ら

れるから

アフターサービスの信頼性、継続性がある

から

日本製が市販されていないから

コストパフォーマンスがよいから

使い勝手がよいから（機器のメンテナン

ス、消耗品なども含む）

日本製よりも低価格だから

その他

各回答の全体に占める割合（%）
ライフサイエンス：n=119 (複数回答)
ライフサイエンス以外：n=267 (複数回答)

ライフサイエンスにおける先端的計測・分析機器の使用に関する国内研究者意識調査

出典：科学技術政策研究所「科学技術動向 2012年7・8月号」

国内市場における国内メーカーのシェアの推移
－表面分析関連装置－
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2010年度国内メーカーシェア2003年度国内メーカーシェア

国内メーカーのシェア （出典）科学機器年鑑2011年版（株式会社アールアンドディ）より文部科学省作成
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国内市場における国内メーカーのシェアの推移
－光分析・クロマト及び質量分析関連装置－

94%

70%

72%

70%

7%

47%

12%

46%

52%

100%

70%

56%

54%

62%

25%

51%

15%

48%

55%

93%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

紫外・可視分光光度計

フーリエ変換赤外分光光度計
（FT-IR／ラマン）

原子吸光分光装置(AA)

ICP発光分光装置
（ICP-OES）

ICP質量分析装置
（ICP-MS）

液体クロマトグラフィー

液体クロマトグラフ質量分析計
（ＬＣ・ＭＳ）

ガスクロマトグラフ

ガスクロマトグラフ質量分析装置
（ＧＣ・ＭＳ）四重極型

ガスクロマトグラフ質量分析装置
（ＧＣ・ＭＳ）二重収束型

国内メーカーのシェア
（出典）科学機器年鑑2011年版（株式会社アールアンドディ）より文部科学省作成
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国内市場における国内メーカーのシェアの推移
－ライフサイエンス関連機器－
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国内メーカーのシェア
（出典）科学機器年鑑2011年版（株式会社アールアンドディ）より文部科学省作成

45

 
- 101 -




